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変化する時代の中でも
『あたりまえ』を創り続ける
企業であるために

代表取締役社長

当社グループでは2025年度、新たにパーパス「明日の『あたりまえ』を
創り続ける」を策定しました。あわせて、グループ全体としてどのように
価値の創出に取り組んでいくのかを「価値創造モデル」として整理し、
創出した価値の分配と再投資のフレームワークとなる付加価値適正分
配の実践にも着手しました。50年、100年後も暮らしの『あたりまえ』を
支え続ける企業であるために当社グループはこれまでの延長線にとど
まらず、事業構造と経営のあり方そのものを進化させていきます。
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グループ全体が1つになるために
意思決定の軸となる「パーパス」を策定

商社機能を基盤に成長してきた当社グループは、近年、
製造や開発へと領域を拡張し、複数の事業が並立する構
造へと変化しています。その結果、個々の最適が全体最
適につながらない構造が顕在化し、グループとしての意
思決定の一貫性に課題が生じていました。そこで2021年
の持株会社体制への移行時にMVVを策定し、企業とし
ての方向性は示してきたものの、事業の広がりに伴い、それ
が各現場の具体的な意思決定にまで十分に落とし込まれ
ているとは言えない状況にありました。
また、当社グループはこれまで、経営層の強いリーダー
シップのもとで成長してきた側面もありました。しかしな
がら50年先も価値を循環させ続ける強い組織であるため
には、特定の誰かが方向を示すのではなく、従業員一人
ひとりが主体的に動くことで価値を創出する組織へと進化
していく必要があります。
こうした課題に対応するため、2025年度は、経営の根幹
となる企業理念体系の刷新に取り組みました。
その中で、　すべての事業を束ねる新たな判断軸として
策定したのが「明日の『あたりまえ』を創り続ける」という
パーパスです。あわせて、創業以来大切にしてきた「誠実」

オープントークキャラバンの様子

「信用」「貢献」の理念を土台に、従業員に求める姿勢を
明確化した行動指針も定めました。これらの理念体系を
日々の意思決定の拠り所とすることで、従業員一人ひとり
が自ら考え、行動し、価値を生み出す自律的な組織経営
へと進化していきます。

明日の『あたりまえ』は
未来を想像することからはじまる

　このパーパスは、各事業の従業員が主体となり、経営
陣との対話も重ねながら創り上げたものです。　その対
話の中でたどり着いたのが、『あたりまえ』という言葉でし
た。 当社グループはこれまでも、暮らしの身近な『あたり

まえ』を支えてきました。しかしながら、私たちが50年後も
そんな会社であり続けるためには、50年後の生活者がど
んな『あたりまえ』を必要としているかを先回りして想像し、
まだ存在しない価値を創り出していかなければなりません。
その創造があって、はじめて未来の生活者を支えることがで
きると考えています。
時代が変化しても生活者に寄り添い、『あたりまえ』を創り、
支え続けていくことこそが、当社グループの存在意義です。
そうしたメッセージを、従業員自らの手で、誰もが「これなら
わかる」というかたちで言語化してくれたことを、心から誇り
に思っています。

誠実　信用　貢献

大きく変化する時代だからこそ、
今日の暮らしの『あたりまえ』に心を尽くし、
明日の笑顔へ寄り添い続けます。 

明日の
『あたりまえ』を
創り続ける

パーパス

Purpose

全てのステークホルダーに
最も信頼される存在で

あり続けること

ミッション
Mission

企業理念策定プロセス

不変の精神を、次なる100年の動力へ。
110年を超える歴史の中で受け継がれてきた「誠実」「信用」

「貢献」の精神。私たちはこの揺るぎないDNAを核に据えつ
つ、激変する時代において自律的な組織経営へと進化を遂
げるべく、企業理念体系を刷新しました。
新たに策定したパーパスに込めたのは、次なる100年もス
テークホルダー一人ひとりの「明日の『あたりまえ』を創り続
ける」という、皆様への新しい約束です。全従業員がこの
想いを分かち合い、皆様とともに豊かな未来を描いていく。
そんな希望に満ちた挑戦を、ここからスタートさせます。

行動指針

基本的理念

当社グループは、創業以来受け継い
できた「誠実」「信用」「貢献」の精神を
礎に、日々の判断や行動の拠り所とし
て行動指針を定めています。この指針
は、事業活動のあらゆる場面におい
て、何を大切にし、どのように行動する
べきかを示す共通の
基準です。私たち全
員が共通の価値観を
胸に、信頼される存
在であり続けること
を目指しています。 

行動指針の
詳細はこちら

グループの未来を担う「アステナトップマネジメント育成プ
ログラム」のメンバーを中心にプロジェクトを始動。ホール
ディングスと事業会社の垣根を越え、次世代の経営視点か
ら「アステナの存在意義」を議論しました。

2025年1月STEP

01 刷新プロジェクト発足

創業の精神を現代の視点で掘り下げ、社会と個人の現実に
寄り添うアステナ独自の価値を言語化。グループ全社が目
指すべき指針として、「明日の『あたりまえ』を創り続ける」を
パーパスとして導き出しました。

2025年6月
パーパス策定

STEP

02

パーパスを具体的な行動へとつなげるため、行動指針を策
定。これにより、創業の精神から日々の実践までが一本の
筋でつながる新たな理念体系の枠組みが整い、組織一丸と
なって体現するフェーズへ移行しました。

2025年12月
行動指針の策定による理念体系の整備

STEP

03

企業理念体系図 企業理念体系図1

パーパス「明日の『あたりまえ』を創り続
ける」を中核に、ミッションや行動指針、
基本的理念を整理し、企業理念体系を
刷新しました。

P.01

● ピュレア クリアエッセンス 
エッセンシャルトナー

高保湿化粧水で、うるおいに満ちた透明感のあ
る肌へ導きます。

● シルキーカバー

毛穴や小じわを自然にカバー
し、テカリを抑える化粧下地。
1日中なめらかな肌をキープします。

● プラセンタ20,000

たっぷりのプラセンタと
10種類の美容成分を凝縮
した美容サプリで、内側か
ら調子を整えます。

● ルリコナゾール
クリーム 1%「イワキ」

水虫やカンジダなどの原因菌を殺菌し、真
菌の成長を抑えて皮膚感染症を治療する塗

り薬。肌の健康を支えます。

● 研究開発、製造受託による
サービス提供

高度な技術で薬の開発や製造を支援し、
製薬会社とともに、より効果的な治療薬を

迅速に患者様へ届けます。

● 医薬品原料
グローバルな調達網で高品質な原料を安定供給し、
製薬プロセスを支えます。

ファインケミカル事業ファインケミカル事業

健康に寄り添う医療

ファインケミカル事業ファインケミカル事業

● エレクトロニクス産業用
化学薬品・設備

スマホや家電、自動車等の電子部品
製造に欠かせない薬品や設備を提

供します。

● 自動車部品用薬品
自動車部品に美観と耐食性を与える薬品で、

過酷な環境下でも
部品を守ります。

スマートで快適な社会

化学品事業化学品事業

化学品事業化学品事業

● 食品原料
お菓子や健康食品などあらゆる食品の「もと」で、

豊かな食生活に貢献します。

● NAVISION DR
フォーカスアイプログラム

1,800本のヒアルロン酸
針パッチと濃密美容液で、
目もとに潤いとハリを与えます。

● 能登ヒバ バスソルト

能登の海水から作った天然塩とヒバ精油を配合した
バスソルト。森の香りで心身を癒やします。

スキンケアやIT、原料、皮膚薬。
健康と美、便利さを支えるアステナは、

24時間一人ひとりに寄り添い
「明日の『あたりまえ』」を

創り続けます。

24hour
schedule

Night 

Noon

Morning

A�ernoon

Evening

HBC・食品事業HBC・食品事業

HBC・食品事業HBC・食品事業

HBC・食品事業HBC・食品事業

HBC・食品事業HBC・食品事業

医薬事業医薬事業

ソーシャルインパクト事業ソーシャルインパクト事業

前向きな気持ちで1日を

1日の終わりに癒しのケアを

おいしくて健康な食生活
明日の『あたりまえ』を創り続ける

医薬事業医薬事業

『あたりまえ』を創り続ける3

『あたりまえ』という言葉は、当社グルー
プの製品・サービスが24時間の生活サイ
クルの中でいかに暮らしを支えているか
を掘り下げる中で生まれたものです。

P.04

医薬事業　岩城製薬株式会社
研究開発部　担当部長
日向野 邦彦

ファインケミカル事業　岩城製薬佐倉工場株式会社
生産統括部　部長
西坂 大輔

化学品事業　メルテックス株式会社
執行役員
田嶋 和貴

アステナホールディングス株式会社
常務執行役員 

清水 雅楽乃

Talk
     Se�

ion
パーパス策定プロジェクト座談会

新理念・体系図はこちら　P.01

当社グループは2025年、存在意義を示す
「パーパス」を策定しました。次世代リーダー
育成プログラム「アステナトップマネジメン
ト育成プログラム」の第１期生3名が中心と
なり、経営陣との真摯な議論を重ねながら、
約1年にわたる検討を進めてきました。社長
が示した方向性を起点とし、創業の歴史や
不変の価値観を紐解きながら、全従業員が
共鳴できる言葉を追求。そうしてたどり着い
たのが「明日の『あたりまえ』を創り続ける」
というパーパスです。策定のプロセスで直
面した発見や葛藤、言葉の一つひとつに込
めた想いを振り返ります。

私たちは何のために
存在するのか？
現場の言葉から、
それを再定義する

どのような議論を経て策定したのか 各事業会社への浸透につなぐなぜ今、この取り組みが必要なのか
各事業の強化や持株会社体制への移行による社名変更、新たな中
期経営計画の策定といった急激な変化の中で、従業員は自らの存在
意義を見失いかけていた。更に、グループ全体で共有された目的や
価値観が不足していたため、シナジーを十分に発揮しきれていない
状況にあり、グループとしての潜在力を引き出す余地があった。

次世代リーダーを育成する「アステナトップマネジメン
ト育成プログラム」の第1期生3名が、1年間にわたり週
1回の議論を重ねた。創業の歴史や価値創造プロセス
を紐解きながら、グループ全従業員が納得できる言葉
を探求した。

2025年12月に開催された、グループ従業員が一堂に会する「Kick 
Off Meeting」では、プロジェクトメンバー 3名が登壇し、グループ従
業員に向けてパーパスを発表。更に、経営トップが自らコミットメント
を示すことで、組織全体への浸透に向けた土台を構築。今後も、パー
パスの定着に向けた施策を継続的に検討していく。

プロジェクト推進責任者 プログラム第1期生

※座談会実施時点

パーパス策定 プロジェクト座談会2

パーパスは「アステナトップマネジメント
育成プログラム」の第1期生が中心とな
り、経営陣との対話を重ねつつ、次世代
リーダー層の視点を取り入れながら策定
していきました。 P.15-16

1

3

トップメッセージ

2
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事業収益と社会価値を両立する
新たな「価値創造モデル」

これまで当社グループは、各事業がそれぞれの商流や機
能単位で価値を提供してきましたが、その結果として、グ
ループ全体としての価値が見えにくい側面がありました。
しかしながら現在は、　製造機能や技術力、顧客・社会と
の関係性を有機的に組み合わせ、グループ全体で価値を
創出する構造への進化を図っています。その全体像を体
系化したものが、今回新たに整理した「価値創造モデル」
です。
　このモデルにおいて、私たちは社会に提供するアウト
カムを「安心・安全の基盤」「日常の快適さと前向きな変
化」「地域と未来への投資」と定義しました。これらの価
値が積み重なることで、人々の「体の健康」と「心の健康」
が支えられ、更に「地域や産業の持続的な活力」が育ま
れていく。それこそが、当社グループならではの社会的
なインパクトであると考えています。
一見すると、当社グループの事業は、医薬品、化粧品、健
康食品、化学品と多岐にわたりますが、その根底には、
「人々の可能性を広げ、社会の活力を高める」という一つ
の共通した目的があります。人々の健康を直接支える事

業と、健康を技術や素材面から支える事業が相互に連関
し、同じアウトカムを目指すプロセスを明確に描けたこと
は、2025年度の大きな成果です。
価値創造モデルという共通言語を得たことで、価値の定
義からアウトカムの設計、更には収益との接続に至るま
での思考プロセスが明確になり、事業活動と価値創造を
一貫して捉える基盤を整えることができました。

価値創造モデルを指針とした、
重要課題の再定義と実践

こうしたアウトカムやインパクトが明確になることで、当社
グループが優先して取り組むべきマテリアリティ（重要課
題）も自ずと浮かび上がってきます。裏を返せば、目指す
姿が定まっていなければ、何を重要課題とすべきかを見
極めることは困難です。その意味において、今回策定し
た価値創造モデルは、当社グループの課題を可視化する
起点となるものです。では、その課題をどのように解決し
ていくのか。鍵となるのは、各種資本をどのように組み合
わせ、適切なタイミングで投下していくかにあります。
　当社グループは創業以来100年以上にわたり、ステーク
ホルダーの皆様とともに、体と心の健康、そして地域や産

業の持続性と向き合ってきました。その過程で、財務資本・
製造資本・知的資本・人的資本・社会関係資本・自然資本と
いった多様な資本を着実に蓄積しています。これらの資本
を価値創造の流れの中で有機的に活用していくことが、
マテリアリティ解決の前提です。そして、その先に生まれ
るアウトカムやインパクトの実現を通じて得られた成果を、
再び各資本への投資へと還流させることで、次なる価値創
造へとつなげていきます。こうした価値創造モデルを起点
にグループの一体感を醸成しながら、企業価値の更なる
向上を実現していきます。

● 地域社会や産業の
持続性向上

● 環境負荷低減と資源循環
● 誰もが安心して暮らせる

地域環境・産業創出 

● 心理的安心・負担軽減
● 自分らしい生き方の

実現を支える
選択肢拡大

● 生活満足度・QOL向上

● 安心・安全な
医療アクセスの実現

● 予防・健康維持を支える
機能の強化

● 治療の質向上と身体的
リスクの低減

安心・安全の
基盤

日常の
快適さと

前向きな変化

地域と
未来への

投資

誠実 信用 貢献価値創造の根幹にある創業以来の理念

サステナビリティ経営とマテリアリティコーポレート・ガバナンス P.70

価値創造の基盤　　　

P.42

ステークホルダーの具体的な課題に向き合いながら、
暮らしに寄り添う製品・サービスを社会に提供しています

P.33

P.35
P.37

P.39

P.31

ファイン
ケミカル

事業
ソーシャル
インパクト

事業

化学品
事業

HBC・
食品事業

医薬事業

HD全体の
制度・施策

医薬品、化粧品、
スキンケア商品、

健康食品、
半導体・

電子部品用薬品、
地域資源を活用した

ヘルスケア商品、
研究開発の

技術提供など 

一人ひとりの
『あたりまえ』を
揺るがしている現実
人々の暮らしの中で、本来

『あたりまえ』であるはずのこ
とが、様々な要因によって脅
かされています。
当社グループは、統計上の
課題ではなく、一人ひとりが
直面する具体的な困りごと
に価値創造の起点を見出し
ています。

体の健康が守られていない

向き合うべき困りごと

心の健康・自己肯定感が
揺らいでいる

地域・産業の持続性が
揺らいでいる

価値創造モデル 明日の『あたりまえ』を創り続ける パーパス

P.19

Astena 2030

Diversify for Tomorrow.“ ”

社会価値の創出と企業価値向上を循環させる「6つの経営資本」

財務資本
P.25

人的資本
P.52

製造資本
P.46

知的資本
P.48

社会関係資本
P.57

自然資本
P.59

個々人が「体の健康」を享受し、
安心して生きられる社会 

個々人が「心の健康」を保ち、
生きがいを持って輝ける社会 

持続可能で、地域や産業の
活力が満ち溢れる社会 

アウトカム　　　P.22

インパクト　　　P.22

社会を良くする取り組み
が信頼と6資本を育み、
投資余力と成長力を高
め、次の価 値 創造へと
循環していく 

付加価値
適正分配 P.13

価値創出活動と提供価値　　　P.21

P.20

P.26

リターン

価値創造モデル4

当社グループがどのように価値を創造して
いくのかを、価値創造の基盤、提供価値、
アウトカム、インパクト、リターンの観点
から改めて整理しました。

P.18

当社グループの事業活動が生み出す成果は、小さな変化の積み重ねとして、一人ひとりの暮らしや日常を支えています。
個々の提供価値は、それぞれが身近な課題の解消に寄与し、社会の中で確かな変化（アウトカム）を形づくっていきます。
この連なりが、「明日の『あたりまえ』を創り続ける」というパーパスを具体化し、広く人々の暮らしへと届いていく当社グループの社会的影響（インパクト）です。

当社グループが目指すインパクト

Outcomes & Impacts

日常の快適さと
前向きな変化

Outcome

個々人が「心の健康」を保ち、
Impact

生きがいを持って輝ける社会 

医薬品へのアクセス確保・予防と
健康維持・治療支援に関与し、健康を守る根幹を担う

■ CMC研究開発受託
■ CDMO事業強化

■ MicroED受託
■ 新生児・小児向け人工呼吸器・呼吸管理製品の製造販売

■ ジェネリック皮膚外皮用剤製造

■ 自動車用途向け新薬品開発
■ 高機能めっき薬品開発

■ 海外拠点での生産・販売
■ 地域共創型事業

■ ヘルスケアブランド「NAIA」開発

安心・安全の
基盤

Outcome

個々人が「体の健康」を享受し、
Impact

安心して生きられる社会

産業基盤の強化と地域資源の活用を通じて、 
持続可能な産業・地域の基盤を築く

スキンケア・美容医療の充実を通じて、 
自己肯定感とQOLを高める

■ 化粧品ブランド展開
■ 化粧品原料販売

■ 医療機関専売化粧品展開
■ 国産化粧品の製造販売支援

地域と未来への
投資

Outcome

持続可能で、地域や産業の活力が
Impact

満ち溢れる社会 

価値創造モデル アウトカムとインパクト

価値創造の基盤

価値創出活動
と提供価値

外部
環境
認識

アウトカム

インパクト

など など など

アウトカムとインパクト5

「安心・安全の基盤」「日常の快適さと前
向きな変化」「地域と未来への投資」とい
う3つのアウトカムを結びつけることで、
社会へのインパクトにつなげていきます。

P.22

Foundation of Value Creation

自然資本

各資本の詳細はこちら 　P.41

知的資本

社会関係資本

人的資本 財務資本
製造資本

すべての前提となる資本
すべての活動の前提にあるのが自然資本です。水、
森林、土壌など、私たちの事業は自然環境の中で成
り立っており、自然環境が損なわれれば、サプライ
チェーンや生産活動にも影響が及びます。環境への
負荷を適切に管理し、自然と共存する形で事業を行
うことは、企業としての本質的な責任と考えています。

水、森林、
土壌などの
自然環境資源 

自然資本

規制対応力、
品質管理力、
技術力、ノウハウ

知的資本

従業員の専門性、
経験、
挑戦する力

人的資本

お取引先や
地域、規制当局
との信頼関係

社会関係資本

財務資本や製造資本を支え、事業活動を推進して
いるのが、知的資本・人的資本・社会関係資本で
す。品質を守る知識や経験があることで安定供給
が実現でき、また、社会からの信頼があることで
事業の継続が可能となります。これらの資本は、
持続的な価値創出になくてはならないものです。

事業の推進力となる資本

資金や投資、
健全な財務基盤財務資本

工場、設備、
インフラ、
技術装置

製造資本

事業活動の中心にあるのは、財務資本と製造資
本です。財務資本は原材料調達や設備投資、研
究開発に不可欠であり、製造資本は製品やサー
ビスを直接生み出します。これらの資本は、日々
の事業運営を直接的に支える基盤です。

事業を直接支える資本

アステナグループの資本に対する考え方
私たちは、短期的な利益だけを追求するのではなく、6つの資本すべての健全性を高めることが、長期的な企業価値につながると考えています。
人への投資、品質と技術力の向上、信頼関係の構築、環境への配慮。それらを積み重ねることで、持続的に社会へ価値を提供していきます。
企業は社会や自然の外にある存在ではなく、その一部です。当社グループは、この考え方を出発点に、未来に向けた価値創造を続けていきます。

価値創造モデル 価値創造の基盤

価値創造の基盤

アウトカム

インパクト

価値創出活動
と提供価値

外部
環境
認識

価値創造の基盤6

当社グループでは、「財務資本」「製造資
本」「知的資本」「人的資本」「社会関係資
本」「自然資本」の6つの資本を、価値創
造のための基盤と位置づけています。

P.20

4

5

6

トップメッセージ

統合報告書2026
Integrated Report 2026

10 未来へつなぐ、価値創造の考え方

イントロダクション

Chapter 01 未来へつなぐ、価値創造の考え方
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Chapter 02 価値創造ストーリー

Chapter 03 事業戦略

Chapter 04 価値創造基盤とマテリアリティ

Chapter 05 データセクション



当社は創業以来、「誠実」「信用」「貢献」を軸に、効
率だけでは測れない価値に向き合ってきました。
短期的合理性よりも、見過ごされがちなニーズに応
え続け、信頼と共感に根差した事業を育んできまし
た。今後も、下記インパクトの実現を目指し、存在意
義を確立していきます。

その変化は、私たちの身近な『あたりまえ』を揺るがしています

向き合うべきステークホルダーの困りごと
外部環境が不安定になるほど、
人々が求めるのは
「特別なもの」ではなく、
失われつつある『あたりまえ』です。

供給の不安定化やコストの変動、規制や制度の変化、高齢化の進展などにより、企業活動や人々の暮らしを支えてきた前提が少しずつ変わり始めています。
その結果、産業の構造も、効率だけを追求する形から、安定性や継続性を重視する方向へと動いています。
中でもヘルスケア領域は、日常生活に直結する分野として、その変化の影響が表れやすくなっています。

当社グループは、製品・サービスを直接受け取る「お客様」、安定した価値創出をともに担う「パートナー・お取引先」、事業を営む場でも
あり、価値を届ける対象でもある「地域社会」を、価値創造の観点から特に向き合うべき相手として捉えています。
それぞれが直面する困りごとに真摯に向き合い、一人ひとりの『あたりまえ』を取り戻すことを、価値創造の起点としています。

持続可能で、地域や産業の
活力が満ち溢れる社会

個々人が「心の健康」を保ち、
生きがいを持って輝ける社会

個々人が「体の健康」を享受し、
安心して生きられる社会

事業の持続性を支える前提が変化している
● 原料供給の不安定化
● コスト上昇圧力
● 協業継続性への不安
● 環境規制への対応負荷

パートナー・
お取引先

「安心して暮らせること」が維持できない地域の増加
● 医療アクセス格差
● 人口減少・産業空洞化
● コミュニティの弱体化
● 経済停滞・市場縮小

地域社会

「健康であること」が『あたりまえ』ではなくなっている
● 必要な医薬品・衛生用品が安定的に手に入らない不安
● 健康や外見の悩みから自信を失っている
● 適切な予防・ケアの選択肢にたどり着けない
● 高齢化に伴う健康不安の増大

お客様

External Environment Analysis

価値創造の基盤

アウトカム

インパクト

価値創出活動
と提供価値

外部
環境
認識

価値創造モデル 外部環境認識 外部環境認識7

外部環境が不安定になるほど、人々は
「特別なもの」ではなく、失われつつある
『あたりまえ』を求めると私たちは考えて
います。

P.19

当社グループは、プラットフォーム戦略、ニッチトップ戦略、ソーシャルインパクト戦略の3つを柱に事業を展開しています。
各戦略の推進を通じて、安定的な収益基盤の構築と高成長領域での利益拡大、ブランド価値の向上に取り組み、
持続的な成長を支える事業ポートフォリオの強化を進めています。

Business Strategy

2019年度以降、事業ポートフォリ
オの変革を進める中で、事業の選
択と集中を図るとともに、各戦略
領域の成長投資やM&A、設備投
資を積極的に実施してきました。
これらの取り組みを通じて、各事
業の競争力を高めながら、収益性
と成長性を兼ね備えたポートフォ
リオへの転換を進めています。

成長投資・
ポートフォリオの転換

FY2025FY2024FY2023FY2022FY2021FY2020FY2019

M&A

主要な設備投資

スペラファーマ（63）

岩城製薬佐倉工場（11）

マルマンH&B（10）

JITSUBO（10）

のとSDGsファンド※

岩城製薬佐倉工場（12）

住建情報センター
ヘルスケア事業（6）

岩城製薬佐倉工場（13）

アインズラボ（2）

岩城製薬佐倉工場（24） 岩城製薬佐倉工場（13）

池田物産（43）

岩城製薬佐倉工場（6）

池田物産のグループ参画により、
海外メーカーとの取引網や研究開
発力、マーケティング機能を獲得
しました。化粧品・食品原料分野
における製品・販路の拡充やDX推
進を通じて、HBC・食品事業の成
長とプラットフォーム機能の強化
を進めることで、当社グループが
掲げるプラットフォーマーとしての
地位確立に資すると考えています。

21

15
20 19

22

17

8

5

11 11

28

△25

30

21

7.7% 7.1%

2.1%

4.2%

△9.4%

9.4% 8.4%

池田物産のグループイン

カッコ内は投資額（億円）

業績と成長投資の変遷

アステナグループの事業戦略

M&A topics

■ 営業利益（億円）　■ 親会社株主に帰属する当期純利益（億円）
　 　 ROE

■ ファインケミカル事業　■ HBC・食品事業　■ 全社など ※キャピタルコール方式のため投資額は記載していません

アステナグループの事業戦略8

プラットフォーム戦略、ニッチトップ戦略、
ソーシャルインパクト戦略の3つを柱に、
安定的な収益基盤の構築と高成長領域
での利益拡大を図っていきます。

P.29

価値創造モデル 中期経営計画の進捗と展望

FY2024実績 FY2025実績ファイン
ケミカル事業

医薬事業 化学品事業 ソーシャル
インパクト事業

調整額HBC・食品事業

+689
FY2025実績909

+77
FY2025実績701

△183
FY2025実績1,119 △74

FY2025実績733 △233
FY2025実績△363

△73 3,017

2,815

（－）薬価改定の
影響もあり

主力の医薬品部門
が減益

（－）ヘルスケア部門
プロモーション
費用の増加など
による減益

（－）持株会
特別奨励金など
一過性費用の計上

（＋）化粧品製販部門
韓国コスメの
増益寄与

（－）M&Aに伴う
一過性費用の計上

（＋）医薬品CDMO
部門を中心とした
増益寄与

営業利益  +201百万円（＋7.2%増）

（単位：百万円）

2025年11月期 連結業績の総括
2025年11月期は、連結売上高627億円、営業利益30億円、経常利益29億円、親会社株主に帰属する当期純利益21億円とな
り、各段階利益で過去最高益を達成。前期は減損損失の計上により純損失となりましたが、収益基盤の再構築が着実に進展し、
ROEも前期のマイナスから8.4％へ大きく改善しました。増収増益は、主にファインケミカル事業及びHBC・食品事業の好調によ
るものです。また、政策保有株式の縮減を進め、売却益2.7億円を特別利益として計上したことで、当期純利益は当初想定を上回
る着地となりました。

医薬事業
主力の外皮用剤等の売上が前年を上回った一方、薬価改定の影
響を販売数量の増加で補いきれず減益となりました。 

化学品事業
半導体市場の回復を背景に表面処理薬品の需要を取り込んだ一方、
装置案件の受注時期のズレ等により小幅な減収減益となりました。 

HBC・食品事業
韓国コスメを中心とした化粧品製販部門が好調に推移し、池田
物産グループの連結化も売上規模の拡大に寄与。M&Aに伴う
一過性費用の影響はあったものの、事業は堅調に拡大しました。

ファインケミカル事業
各部門の利益率改善により大幅増益を達成し、全体業績を牽引。
特に医薬品CDMO部門では、高付加価値案件の獲得が進み、
収益性向上に大きく寄与しました。 

ソーシャルインパクト事業
将来の成長に向けたプロモーションなどの先行投資を継続し営
業損失を計上しましたが、収益基盤の構築に向けた取り組みは
着実に進捗しています。

2026年11月期連結業績予想 2026年11月期の連結業績予想は、売上高
680億円（前期比8.4％増）、営業利益34億円
（同12.7％増）と全段階利益での過去最高益更
新を見込んでいます。ROE8.5％を目標に構造
改革と成長投資を推進することで、ファインケ
ミカル事業は新設備稼働による高付加価値化
で利益率を高め、HBC・食品事業はグループ
間相乗効果で原料卸機能と自社ブランドを強
化、医薬事業は安定供給と新製品で収益基盤
を固め、化学品事業は半導体需要の回復を追
い風に堅実な成長を継続します。

3カ年中期経営計画のローリングと2030年への展望
当社グループは、変化する経営環境に柔軟に対応するため、毎期計画
を見直す「ローリング方式」を採用しています。最新の2028年11月期を
最終年度とする中期経営計画では、連結売上高760億円、営業利益40

億円、ROE9.0％を目標に掲げました。従来計画の利益目標を前倒しで
達成しつつある状況を踏まえ、今後は既存事業の強化とM&Aによるシ
ナジー創出を加速させ、目標達成をより確実なものにします。更にその
先の2030年には、連結売上高900億円、ROE13.0％という長期目標を
掲げています。資本効率を重視した経営を徹底することで、更なる成
長を目指します。

62,744

3,017

2,910

2,187

8.4%

76,000

4,000

9.0%

－

－

FY2025
実績

前期比
（増減率）

8.4%

12.7%

13.4%

7.5%

+0.1pt

親会社株主に帰属する
当期純利益

売上高

営業利益

経常利益

ROE

68,000

3,400

3,300

2,350

8.5%

FY2026
業績予想

FY2028
中期計画

連結業績
（単位：百万円）

中期経営計画の進捗と展望9

2025年11月期は各段階利益で過去最高
益を達成し、ROEはマイナスから8.4%
へ大きく回復。2026年11月期も引き続
き増益・ROE向上を見込みます。

P.27

Q2. そうした環境変化がもたらすリスクと機会は？

A2. 価値創造のための機会は
　  築きあげてきた関係性の中にある

汎用品や価格競争に晒される領域では、従来型のビジネ
スモデルによって安定した収益を確保することが年々難し
くなっています。これは特定の事業に限らず、あらゆる領
域に共通する構造的なリスクと言えます。
その一方で、高い参入障壁を持ち、長期的な取引関係を
前提とする分野には、持続的な成長の機会が存在してい
ます。当社グループとしても、これまで培ってきた顧客や
お取引先との関係性を礎に、こうした領域での事業基盤の
強化を進めていきます。例えば、ファインケミカル事業に
おける高薬理活性原薬や、化学品事業のすずめっき薬品、
安定供給が不可欠な医薬品などが挙げられます。また、
2025年度は池田物産グループが当社グループに加わっ
たことにより、国内外の化粧品原料の取り扱いが拡大し、
ブランド・メーカーとの関係性は一層強固なものとなりま
した。　今後も、ステークホルダーとの継続的な関係を
通じた価値創出を軸に、M&Aを含む戦略投資を活用しな
がら、各事業の成長ポテンシャルを引き出し、グループ全体
の成長を推進していきます。

トップメッセージ

7

8

Q1. 産業や社会の変化をどのように捉えていますか？

A1. 先の見通せない時代だからこそ
　  求められるのは揺るぎない信頼性

2025年度は不確実性が一層深まり、先を見通すことが
難しい状況が続いていると実感しています。とりわけ医
薬品や化学品分野においては、　地政学リスクや規制強
化の影響を受け、「安心して使える」「継続して使える」と
いった日常の前提が揺らぎつつあります。この変化は、
単なる供給の問題にとどまらず、産業の根幹に関わる重
要な課題であると捉えています。
こうした環境下で、これまで以上に問われているのが製
造基盤そのものの信頼性です。単に製品を供給するだ
けでなく、開発から製造まで一貫して関与できる体制
や、品質の再現性を担保する生産能力が、企業の価値
として強く求められるようになっています。当社グルー
プが予測のできない社会の変化に対応できているの
は、100年以上にわたって段階的にポートフォリオを変
革させ、確実な歩みを積み重ねてきた結果だと考えて
います。
今後も変化から逃げずに誠実に向き合い続け社会の要
請に責任をもって応えていきます。

Q3. 2025年度の現況をどう評価しますか？

A3. 事業構造の転換を加速し
　  成長と更なる収益性向上の両立を

　2025年度の業績は、営業利益30億円、親会社株主
に帰属する当期純利益21億円と過去最高益を達成しま
した。2024年度は減損損失の計上により25億円の純
損失となりましたが、その影響を除けば着実な増益基
調を維持しており、事業構造の転換も順調に進んでい
ます。特にファインケミカル事業では、医薬品の開発か
ら製造まで一貫して関与する体制が機能し始め、営業
利益は前期比約4倍の9億円と大きく向上しました。医
薬事業及び化学品事業は、地政学的リスクや供給網の
変化の影響を受けながらも堅調に推移し、ニッチ領域
での競争優位性を高めています。HBC・食品事業も好
調を維持しており、市場環境変化への対応力を強化して
います。
一方で、資本効率にはなお改善余地があると認識してい
ます。今後は、ファインケミカル事業の成長投資に加え、
化学品事業の半導体向け高付加価値分野の投資や、ソー
シャルインパクト事業の地域ビジネスを継続することで、更
なる収益性と企業価値の向上を目指していきます。
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付加価値適正分配の考え方

付加価値適正分配とは、価値創造・分配・再投資を一体で捉え、創出した価値をステークホルダーと共有しながら次の成長につなげていく考え方です。当社グループは、事業を通じた価値創出
を起点に、創出した付加価値をステークホルダーへ適切に分配するとともに、将来の成長に向けて人的資本や事業基盤へ再投資する循環を重視しています。従業員・株主・社会へのバランスあ
る分配と規律ある再投資を通じて、持続的な価値創出の基盤を強化し、中長期的な企業価値向上を目指します。

お取引先へ

人材へ

株主へ

社会へ

付加価値の分配

収益

外製価値
（外部支出）

仕入・広告宣伝費・流通費用
減価償却費 など

付加価値

従業員人件費

役員報酬

配当

内部留保

税金・寄付・インパクト支出※

株式報酬制度の導入
エンゲージメントサーベイ→改善
グループ共通の育成体系の構築

DOE1.5%以上、連結配当性向30%目途に実施
2026年11月期 中間配当金9円、期末配当金9円を予想

企業価値・株主価値の向上を目的に、既存事業と新規
成長領域へ継続的に投資

付加価値創出に向けた投資と取り組み

設備投資
研究開発

M&A

給与・賞与
役員報酬

配当
自社株買い

人的資本
投資

株主還元
事業再投資

社会への還元

事業の成長ステージや役割に応じ持続的な成長の
ための投資、M&A含むビジネス機会の拡大を機動
的に検討・実行

事業投資

事業を通じた価値創出の拡大

付加価値の最大化に向けた分配と投資の視点
分配の視点 人的資本投資 持続的成長に向けた考え方

分配を、成長投資や人的資本投資、株主・社会への還元を
含めた広い視点で捉えています。分配の全体像を可視化
し、透明性のある対話を通じて、持続的な価値創出の拡大
につなげていきます。 

従業員への分配をコストではなく将来の価値を生む投資と
捉え、適切な報酬水準の確保と教育環境を整備していきま
す。一人ひとりが自律的に価値を創出する文化を育み、成
長の原動力へとつなげます。

短期的な配当確保にとどまらず、将来の成長を支える再投
資とのバランスを重視します。全ステークホルダーへの適正
な分配を検討していくことを経営の重要テーマに掲げ、持続
的な企業価値向上に向けた規律ある運営を追求します。

※ソーシャルインパクト事業では、地域との取引・雇用等を通じ、2026年11月期
第1四半期時点で売上の約20％相当が地域経済へ還元されています P.39

付加価値適正分配の考え方10

P.13
TOPICS

人的資本が生み出す価値創造の実現

人的資本を価値創造の中核と捉え、専門性・リーダーシップ・社会価値創出力の向上
に取り組んでいます。具体的には、アステナトップマネジメント育成プログラムやサク
セッションプランを通じて経営人材を計画的に育成するとともに、1on1や360度評価
を活用したマネジメント力の強化と人材育成を進めてい
ます。また、事業特性に応じた専門研修や学習機会の
提供により、各領域で活躍できる人材の育成を進めてい
ます。更に、女性リーダーの育成をはじめとするダイバー
シティ推進や健康経営、エンゲージメント向上施策を通
じて、従業員一人ひとりが能力を最大限発揮できる環境
を整え、人材の成長と組織力向上を両立しています。

人的資本の強化と組織力向上

当社グループは、人材がその能力を十分に発揮できるよう、人事基盤の整備を継続
的に進めています。まず、人事制度・評価制度の透明性向上を図り、等級・評価基準
の明確化と公正な運用により、従業員の納得性を高めています。更に、タレントマネ
ジメントを活用した人材情報の可視化と適材適所の配置により、キャリア形成支援
を強化しています。また、働き方改革や健康経営、安全衛生、エンゲージメント向上
施策を通じて、能力を最大限発揮できる職場環境の整備を推進しています。女性活
躍の推進や障がい者雇用の拡大にも取り組み、多様な人材が活躍できる基盤を整
えることで、人的資本の価値最大化を図っています。

人事基盤の強化

人材への投資を将来の成長に向けた戦略的な再投資として推進し、付加価値適正分配の考え方をもとに、
人的資本と付加価値創出の関係性を明確化するための取り組みを進めています。その一例として、従業
員持株特別奨励金制度を通じて、従業員のエンゲージメントをより一層高め、中長期的な企業価値の向
上へと繋げていくことを目指しています。

研究開発・製造中心の事業構造への転換

従業員持株特別奨励金
従業員持株特別奨励金制度は、企業価値の向上が従業員自身の成長にもつながるよう、奨励金を通じて持
株会への参加を促進し、中長期的な経営参画意識の醸成と株式保有の拡大を図る制度です。

企業価値向上

エンゲージメント向上

会員当社

❸代金の支払い

❶特別奨励金の支給
❷拠出 ※持分の引出

❹持分の配分・管理
❸当社株式 持株会

会員持分市場 証券会社

message

アステナホールディングス株式会社
執行役員 人事担当

榎本 直樹

人的資本は、当社グループが中期経営計画の達成と「明日の『あたりまえ』を創り続ける」というパーパスの実現に向けて、最も重要な経営基盤
です。私たちは、人材への投資を将来の付加価値を生み出すための戦略的な再投資と位置づけています。次世代リーダーの育成や、多様な人材
が能力を発揮できる職場環境の整備に加え、階層別研修やキャリア形成支援を通じて、従業員一人ひとりが安心して学び、挑戦し、成長できる
環境づくりを継続的に推進しています。今後も、付加価値適正分配の考え方のもと、創出した価値を人・組織・社会へ適切に循環させ、新たな
価値創造と持続的成長の実現を目指していきます。

人的資本

創業111周年を機に、従業員持株会の会員へ特別奨励金として111,000円相当の株式を付与しました。
創業111周年を記念した特別奨励金

人的資本への取り組み11

技術がいかに進化しても、価値創造の源
泉は人です。当社グループでは、一人ひ
とりの成長を支える育成・能力開発への
投資と、その成果を適正に還元する仕組
みづくりを推進しています。 P.52

△25
△9.4%

中長期ビジョンの実現に向け、「3つのサステナビリティ戦略」を軸に、成長段階や収益特性の異なる事業を多角的に展開。
各事業の役割を明確化し、ポートフォリオ最適化を通じて、グループ全体の成長と資本効率向上を追求しています。

Astena 2030 “Diversify for Tomorrow.”

顧客接点を起点に独自のブランド価値を創
出する第2の成長ドライバーです。「Torriden
（トリデン）」「Pureal（ピュレア）」等のブランド
化や能登の資源を活かした製品開発等を通
じ、収益性と社会性の両立を追求します。

原料卸や外皮用剤等の専門事業を基盤に、
安定したキャッシュフローを創出。在庫最適化
とコスト管理を徹底し、グループ全体の成長
投資を支える原資を生み出します。

グループの利益構造を転換する高収益ドラ
イバーとして、スペラファーマの創薬知見を
軸に医薬品産業エコシステム（CDMO）を
進化させ、付加価値の高い事業への転換を
加速します。

当社グループは、2021年6月の持株会社体制への移行を契機に、対象期間を 2030年まで
とする中長期ビジョン「Astena 2030 “Diversify for Tomorrow.”」を策定しました。

アステナグループ中長期ビジョンについて

今後の成長に向けた取り組み

プラットフォーム戦略
ファインケミカル及びHBC・食品事業を中核に、
商流と技術を軸とした周辺領域へ積極投資する
ことで価値連鎖を実現。事業会社の知見を結集
し、新たな付加価値創出を加速します。

ニッチトップ戦略
医薬及び化学品事業を軸に、グローバル展開と
重点分野への集中で独自技術の優位性を確
立。ニッチ市場での高シェアを獲得し、高成長と
高収益の実現を確実なものにします。

ソーシャルインパクト戦略 
地域共創と循環型経済の実現を目指し、持続的
な社会ニーズを捉えた製品（モノ）・サービス（コ
ト）を創出。現在の主力4事業に次ぐ、第5の柱と
なる新規事業の立ち上げを推進します。

原料販売・専門事業
による堅実な
キャッシュフロー創出 

皮膚科領域に特化した製剤。圧倒的シェア
と品質信頼で堅実な収益を維持。

● 外皮用医薬品販売

広範なネットワークを活かし、化粧品・健康
食品原料を国内外へ安定供給。

● 原料卸

能登発ブランドの成功を通じ、地域課題の
解決と経済価値の創出を両立させる。

● NAIAの展開

顧客接点を活かしたBtoCスキンケアブラン
ド。独自の価値創出で利益率向上を図る。

● Purealの展開

最新の封じ込め設備を活用。模倣困難な技
術実装により高い付加価値を追求。

● 高薬理活性原薬の製造

創薬支援から製造までを連結。高度な受託
案件の獲得により収益構造を転換。

● CDMO体制の進化

安定収益基盤領域

21

FY2022 FY2026
予想

FY2024FY2023 FY2025 FY2028
中期計画

FY2030
中長期ビジョン

496 519
579

627
680

（億円）

2.1%
4.2%

8.4% 8.5%
9.0%

13.0%
ROE

8 5 11 11 28 30 34 23

760

40

900億円売上高
営業利益
親会社株主に帰属する当期純利益
ROE

売上高価値創造モデル 中長期ビジョンと中期経営計画

顧客接点を活かした
ブランド価値創出

価値創出領域

CDMO事業の
進化と高収益化

高収益成長領域

中長期ビジョンと中期経営計画12

2030年に向けて、安定収益・価値創出・
高収益成長の3領域を定義し、グループ
全体の成長と資本効率の向上を目指し
ます。

P.26

創出した付加価値を従業員・株主・社会
へ適切に分配しながら、成長への再投資
につなげる循環の考え方を示します。

トップメッセージ

Q4. 付加価値適正分配とは何か、そしてそれは成長に
　   どうつながるのか？

A4. 付加価値の好循環を生み出す考え方

　企業が生み出した付加価値をどのように分配し、次の成
長につなげるか。その考え方の一つが付加価値適正分配で
す。当社グループでは、早稲田大学のスズキトモ教授ととも
に付加価値適正分配計算書を作成・開示し、分配構造の可
視化を通じて経営の透明性を高め、ステークホルダーの皆
様との対話の質の向上を図ってきました。2025年度からは
経営管理への活用に向けて、指標や運用の整備を進めてい
ます。　重要なのは、分配比率そのものではなく、社会価
値を事業成長を通じて経済価値へと転換しながら、付加価
値自体を持続的に拡大していくことです。人材への投資が
優れた製品・サービスの創出につながり、生み出された付加
価値が更なる人への還元と再投資に充てられます。
この循環こそが、持続的な企業価値向上につながると考え

ています。　その起点となるのは、設備や技術といった基盤
だけでなく、それらを使いこなし、価値へとつなげる「人の
力」です。今後も人的資本への投資を更に強化し、能力開発
や挑戦機会の提供、適切な評価・還元の仕組みを通じて、
一人ひとりが主体的に挑戦し、その成果が正当に還元され
る環境を整えることで、個々の成長と持続的な企業価値の
向上が直結する組織づくりを推進していきます。

Q5. これから社会に提供したい価値は？

A5. 「誠実」「信用」「貢献」を体現し
　   暮らしに根差した価値を循環させる

当社グループの技術と製品、そしてサービスは、医薬品、化
粧品、食品、更にはデジタルデバイスに至るまで、人々の健
やかで快適な日常を幅広く支えています。私たちの役割は、
単に製品を開発・製造することにとどまらず、多様な事業領
域において、顧客との取引や生活者との接点を通じてその

10

価値を社会へ届け、広げていくことにあります。こうした活
動の積み重ねによって築かれた信頼と関係性は、新たな共
創へと発展し、盤石な事業基盤を形づくっていきます。
　この基盤をより確かなものにするのが、私たちの戦略的
な事業運営です。各事業において「安定収益基盤領域」「価
値創出領域」「高収益成長領域」を明確に定義し、自律的な
成長を促す。この事業構造が、変化の激しい時代において
も揺るがない、価値循環を回し続けるエンジンとなります。
そして個々の事業活動を通じて築かれた収益は、付加価値
適正分配の考え方に沿って、ステークホルダーへ適切に還
元されるとともに、人的資本や製造資本をはじめとする6つ
の資本へ再投資されます。この循環によって資本が更に磨
かれ、次なる価値創造へとつながっていくサイクルこそが、当
社グループの目指す姿です。当社グループは、創業以来変
わることのない「誠実」「信用」「貢献」の理念を礎に、価値循
環の仕組みをより強固なものにしていきます。これからも、
まだ存在しない『あたりまえ』を創り続ける企業として、一人
ひとりが主体的に未来を創りにいく組織へと進化しながら、
社会とともに持続的な成長を遂げていきます。引き続き、皆
様のご支援とご協力をお願い申し上げます。

10
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付加価値適正分配の考え方

付加価値適正分配とは、価値創造・分配・再投資を一体で捉え、創出した価値をステークホルダーと共有しながら次の成長につなげていく考え方です。当社グループは、事業を通じた価値創出
を起点に、創出した付加価値をステークホルダーへ適切に分配するとともに、将来の成長に向けて人的資本や事業基盤へ再投資する循環を重視しています。従業員・株主・社会へのバランスあ
る分配と規律ある再投資を通じて、持続的な価値創出の基盤を強化し、中長期的な企業価値向上を目指します。

お取引先へ

人材へ

株主へ

社会へ

付加価値の分配

収益

外製価値
（外部支出）

仕入・広告宣伝費・流通費用
減価償却費 など

付加価値

従業員人件費

役員報酬

配当

内部留保

税金・寄付・インパクト支出※

株式報酬制度の導入
エンゲージメントサーベイ→改善
グループ共通の育成体系の構築

DOE1.5%以上、連結配当性向30%目途に実施
2026年11月期 中間配当金9円、期末配当金9円を予想

企業価値・株主価値の向上を目的に、既存事業と新規
成長領域へ継続的に投資

付加価値創出に向けた投資と取り組み

設備投資
研究開発

M&A

給与・賞与
役員報酬

配当
自社株買い

人的資本
投資

株主還元
事業再投資

社会への還元

事業の成長ステージや役割に応じ持続的な成長の
ための投資、M&A含むビジネス機会の拡大を機動
的に検討・実行

事業投資

事業を通じた価値創出の拡大

付加価値の最大化に向けた分配と投資の視点
分配の視点 人的資本投資 持続的成長に向けた考え方

分配を、成長投資や人的資本投資、株主・社会への還元を
含めた広い視点で捉えています。分配の全体像を可視化
し、透明性のある対話を通じて、持続的な価値創出の拡大
につなげていきます。 

従業員への分配をコストではなく将来の価値を生む投資と
捉え、適切な報酬水準の確保と教育環境を整備していきま
す。一人ひとりが自律的に価値を創出する文化を育み、成
長の原動力へとつなげます。

短期的な配当確保にとどまらず、将来の成長を支える再投
資とのバランスを重視します。全ステークホルダーへの適正
な分配を検討していくことを経営の重要テーマに掲げ、持続
的な企業価値向上に向けた規律ある運営を追求します。

※ソーシャルインパクト事業では、地域との取引・雇用等を通じ、2026年11月期
第1四半期時点で売上の約20％相当が地域経済へ還元されています P.39
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付加価値の循環と再投資―10年間の付加価値額の推移
当社グループの付加価値額は、2016年11月期から2025年11月期までの10年間で約2.3倍へと拡大しました。付加価値額の分配状況を継続的に把握することは、企業が創出した価値を人的
資本や事業基盤、社会との関係性へ適切に循環できているかを確認する重要な指標であると考えています。2024年11月期は減損損失の影響により付加価値額が一時的に落ち込みましたが、
2025年11月期には成長軌道を回復し、再び拡大しています。

付加価値適正分配の考え方

付加価値額（分配）の推移

事業規模の拡大とともに、人材・技術・事業基盤への投資を積み重ねた結果、当社グループ
の付加価値額はこの10年間で約2.3倍に拡大しました。一方、2022年11月期以降は、収益性
の課題や減損損失により成長の踊り場も経験しています。付加価値の分配では、人材への投
資が約7割を占めており、多様な専門人材による知見・提案力・技術力が、当社の価値創造を
支えていると考えています。今後も、事業ポートフォリオの選択と集中、組織マネジメントの強
化を進めながら、事業の成長と価値創造の継続を目指していきます。

FY2022FY2021FY2020FY2019FY2018FY2017FY2016 FY2024FY2023 FY2025 FY2028
中期計画

■ 人材への分配（従業員・役員）　■ 株主への分配（配当・内部留保）　■ 社会への分配（税金・寄付・インパクト支出）

（百万円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

-5,000

この10年間の評価
2025年11月期の回復を起点に、事業・組織の質を高めながら、年平均約8％の付加価値成
長を目指します。創出した付加価値は、人材・事業基盤・社会との関係性へ適切に循環させ
るとともに、設備投資やM&Aによる事業拡大、将来の投資原資となる内部留保、株主還元と
のバランスを図っていきます。また、パーパスを起点とした組織づくりを進めながら、全社的
な資本配分のあり方を継続的に確認し、2028年11月期の中期目標達成に向けて、付加価
値の循環を強化していきます。

今後の取り組みの方向性

6,856
1,109

8,158
1,027

8,642

1,203

9,228

1,439

11,756

1,566

14,045
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1,259

6,011
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9,595

1,736

9,578 9,896

1,154

10,537

△2,538

11,020
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12,807

3,173
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医薬事業　岩城製薬株式会社
研究開発部　担当部長
日向野 邦彦

ファインケミカル事業　岩城製薬佐倉工場株式会社
生産統括部　部長
西坂 大輔

化学品事業　メルテックス株式会社
執行役員
田嶋 和貴

アステナホールディングス株式会社
常務執行役員 

清水 雅楽乃

Talk
     Se�

ion
パーパス策定プロジェクト座談会

新理念・体系図はこちら　P.01

当社グループは2025年、存在意義を示す
「パーパス」を策定しました。次世代リーダー
育成プログラム「アステナトップマネジメン
ト育成プログラム」の第１期生3名が中心と
なり、経営陣との真摯な議論を重ねながら、
約1年にわたる検討を進めてきました。社長
が示した方向性を起点とし、創業の歴史や
不変の価値観を紐解きながら、全従業員が
共鳴できる言葉を追求。そうしてたどり着い
たのが「明日の『あたりまえ』を創り続ける」
というパーパスです。策定のプロセスで直
面した発見や葛藤、言葉の一つひとつに込
めた想いを振り返ります。

私たちは何のために
存在するのか？
現場の言葉から、
それを再定義する

どのような議論を経て策定したのか 各事業会社への浸透につなぐなぜ今、この取り組みが必要なのか
各事業の強化や持株会社体制への移行による社名変更、新たな中
期経営計画の策定といった急激な変化の中で、従業員は自らの存在
意義を見失いかけていた。更に、グループ全体で共有された目的や
価値観が不足していたため、シナジーを十分に発揮しきれていない
状況にあり、グループとしての潜在力を引き出す余地があった。

次世代リーダーを育成する「アステナトップマネジメン
ト育成プログラム」の第1期生3名が、1年間にわたり週
1回の議論を重ねた。創業の歴史や価値創造プロセス
を紐解きながら、グループ全従業員が納得できる言葉
を探求した。

2025年12月に開催された、グループ従業員が一堂に会する「Kick 
Off Meeting」では、プロジェクトメンバー 3名が登壇し、グループ従
業員に向けてパーパスを発表。更に、経営トップが自らコミットメント
を示すことで、組織全体への浸透に向けた土台を構築。今後も、パー
パスの定着に向けた施策を継続的に検討していく。

プロジェクト推進責任者 プログラム第1期生

※座談会実施時点
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変化の中で見失ってしまった存在意義を
トップダウンではなくボトムアップで紡ぎ出す

清水　2020年以降の当社グループ
は、まさに変化の連続でした。各事
業の強化や持株会社化による社名
変更、中期経営計画の策定などを
経て、「自分たちはどういう会社なの
か」という共通認識が薄れ、事業間
の連携やグループとしての価値創出

にも課題が生じていたと感じています。
田嶋　現場では、その課題自体が十分に認識されていな
かったかもしれません。私の所属する化学品事業は特に他
事業との接点が少なく、当社グループの一員としての意識も
強いとは言えませんでした。このままではシナジーは生まれ
ません。
西坂　私が在籍する岩城
製薬佐倉工場は2020年に
新たにグループ入りした会
社です。もともと製薬会社
の製造部門として「指示さ
れた通りにものをつくる」
という意識が根強く残って
おり、従業員一人ひとりが主体性を持って働くための共通の
「旗印」が必要だと感じていました。
日向野　私が2023年に岩城製薬に入社して感じたのは、若
手従業員の多くが当時のMVV（Mission Vision Value）を
十分に理解していなかったこと、そしてグループ内の共通言
語がほとんど存在していなかったことです。部門横断のプロ
ジェクトでも認識のズレが生じやすく、共通言語がないこと
を歯がゆく感じていましたし、それが結果として意思決定の
スピードや質にも影響していると感じていました。

「誠実」「信用」「貢献」の基本的理念を引き継ぎ
誰もが納得できるパーパスの策定へ

清水　こうした課題を解決するには、経営層が方向性を示しな
がらも、従業員自身の言葉で存在意義を定義する必要がある
と考え、社長とも議論を重ねながら、1年間にわたり週1回の対
話を続けました。
西坂　社史などを読み解く中で、「誠実」「信用」「貢献」という基
本的理念が、100年以上にわたり、時代や事業が変化しても当
社グループの意思決定を支えてきた価値観であることを改めて
実感しました。この価値観を現場が納得できる言葉へどう落と
し込むかが大きなテーマになりました。
日向野　「価値創造プロセス」で示されている、私たちの商品
やサービスが24 時間の生活サイクルの中で暮らしにどう貢献
しているかという視点も大きなヒントになりました。身近な人た
ちの生活を支えることこそ、すべての事業に共通する価値だと
見えてきました。
西坂　議論を深める中で、私たちの暮らしの中にある『あたり
まえ』は、時代によって変化し続けるものだと気づきました。今
は、技術や社会の変化によって『あたりまえ』が揺らぐ時代だと
思います。だからこそ、その時代にふさわしい『あたりまえ』をつ
くり続けることが、私たちの存在意義なのではないか、と。この
考えをもとに、アステナらし
さを表現する「明日（未来）」
や「創り続ける（持続可能）」
といったキーワードを加え、
「明日の『あたりまえ』を創り
続ける」というパーパスにた
どり着きました。
田嶋　議論が行き詰まった時、西坂さんの『あたりまえ』という
言葉でバシッと芯が通った感覚がありました。私は、お客様も
従業員も、そして私自身も笑顔でいられる会社でありたいと考

え、「明日の笑顔へ寄り添い続けます」という想いを付け加え
ました。笑顔がある会社に、悪い会社はないですよね。

50年、100年後の『あたりまえ』に向けて
グループとしてのシナジーを最大化していく
清水　このパーパスは、2025年度
のKick Off Meetingにおいて、社
長と策定メンバーが全従業員へ発
表しました。
田嶋　とても緊張しました（笑）。た
だ、本当の勝負はここからです。現
場に浸透してこそ意味があります。
そのうえで、今回のプロジェクトを通じて、『あたりまえ』の努
力を積み重ねていけることが「私たちの強み」であることを
改めて感じました。今後はボトムアップで意識改革を進め、
当社らしいイノベーションを実現できればと思っています。
日向野　パーパスが共通言語となることで、グループ内の
シナジーは更に高まるはずです。私自身も、このプロジェク
トを通じて他事業への理解が深まりました。今後はこの言
葉を起点に、部署や組織を越えた連携を広げていきたいと
思います。
西坂　先日、医薬事業の方から「自分たちの仕事にしっく
りくるパーパスだと思います」と声を掛けていただき、嬉し
かったですね。これからは、エンドユーザーの『あたりまえ』
の笑顔を想像しながら、このパーパスと基本的理念を拠り
所に仕事に向き合っていきたいと思います。
清水　皆さんが形にしてくれたこのパーパスを旗印に、グ
ループとしてのつながりをより強めながら、新たな価値創出
につなげていきたいと考えています。50年、100年後にど
のような『あたりまえ』を創り出していけるのか、その未来に
向けて歩みを進めていきます。
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